
データ SIM約款 

 

第 1条（総則） 

シャープマーケティングジャパン株式会社（以下「当社」という）は、第 3条に定める J-STAY

スマートフォンセットレンタルサービスにおけるデータ SIM レンタルサービス（以下「本サービ

ス」という）の提供に関する諸条件について、以下の通りデータ SIM レンタル約款（以下「本約

款」という）を定めます。 

 

第 2条（用語の定義） 

本約款における用語を、次の各号の通り定義します。 

(1)「データ SIM」とは、本サービスにおいてレンタルされる SMS 機能付きデータ通信用 SIM

カードをいいます。 

(2)「申込者」とは、データ SIMについて、本サービスの利用を希望する法人または本サービ

スを利用する法人をいいます。 

(3)「利用者」とは、申込者から許諾を受け、実際にデータ SIMを使用する申込者の役員、従

業員等、申込者の業務に従事する者をいいます。 

 

第 3条（本サービスの内容） 

 当社は、以下の各号に定めるサービスを申込者に提供します。なお、本サービスの提供地域は日

本国内に限られます。 

(1)J-STAY データ SIMプラン（SMS機能付きデータ SIM 3GB） 

・SMS機能付きデータ SIM（データ通信容量 3GB）をレンタル提供するプランです。 

申込者は、データ通信容量の取扱いに関して、次の何れかのタイプを選択するものとします。 

① ベーシックタイプ：回線ごとにご契約のデータ通信容量を利用できるタイプです。 

② シェアタイプ：申込者（ご契約の法人）内の複数の回線でデータ通信容量をシェア（共有）

するタイプです。なお、申込者が J-STAY データ SIM レンタルサービスの他のプラン（J-

STAYセットレンタルプラン）をご利用の場合には、セットレンタルプランで提供されるデ

ータ通信サービスのデータ通信容量を含めたシェアとなります。  

i. ご契約の法人単位でのシェアを基本とし、同一法人内で複数のシェアグループを作るこ

とはできません。 

ii. ご契約の法人内で新たにシェアタイプを契約されたデータ SIM のデータ通信容量は、既

存のシェアグループに追加されます。 

・申込者は、別紙【データ通信サービスについて】に定めるデータ通信サービスを利用できます。 

(2) J-STAYオプションプラン 

・データ増量プラン 

J-STAYデータ SIMプランのデータ SIM（データ通信容量 3GB）のデータ通信容量を増量するプ

ランです。 

 

第 4条（約款の変更） 

当社は申込者の承諾を得ることなく本約款を変更することがあります。その場合には、当社は



変更後の本約款を第 25 条（通知の方法）に定める方法により申込者に通知するものとし、以降、

変更後の約款が適用されるものとします。 

 

第 5条（レンタル料金） 

１ 本サービスにおけるレンタル料金は、別途当社より申込者に提示し、申込者より提出される J-STAY

データ通信用 SIMカード申込書（以下「申込書」という）に記載されるものとします。 

２ データ通信サービスにおいて提供される SMS（ショートメッセージサービス）の送信は有料であ

り、レンタル料金以外に別紙に定める料金を利用者の SMS通信の使用に応じて請求されます。 

３ レンタル料金は、毎月１日から末日までの期間で請求を行います。利用開始日の属する月からの

請求となり、月途中の利用開始であっても日割計算は行いません。 

４ 申込者は、当社からの請求書に基づき、申込書に記載の支払い条件に従い、レンタル料金を当社

の指定する銀行口座に振り込む方法により支払うものとします。 

 

第 6条（レンタル期間） 

レンタル期間は、申込者のデータ SIM の受取日より起算し最長３年間とし、申込者のデータ SIM

の受取日から 3年が経過する日の前月の末日以降は、レンタル期間の延長を行わないものとします。 

 

第 7条（申込） 

１ 申込者は、予め本約款に同意の上、申込書に必要事項を記入し、当社に提出します。 

２ 当社は、申込者からの申込みを受け付けた後、必要な審査を行い、申込みの承諾、または拒絶を

決定します。当該審査の結果、次の各号に定める事由に該当する場合、当社は申込みを拒絶するこ

とがあります。 

(1) 申込みに際し、記入事項に虚偽の記載や不備がある場合 

(2) 過去に申込者が第 19条第 1項に基づき本サービスの全部もしくは一部の提供を停止され、

または契約を解除されたことがある場合 

(3) 申込者が実在しない場合 

(4) その他当社が不適当と認めた場合 

３ 前項により申込みを拒絶したときは、当社は申込者に対しその旨を通知します。ただし、拒絶

の理由は開示しません。 

４ 当社は、申込みを承諾した場合、申込者に申込み手続完了およびデータ SIM納品予定日を通知

します。なお、当社において申込み手続きが完了した時点で、当社と申込者の間に本約款に基づ

くレンタル契約（以下「本契約」という）が成立するものとします。 

 

第 8条（申込の取消し） 

１ 申込者は、前条の申込みを取消す場合、納品予定日の７日前までに、当社に対しその旨を通知す

るものとします。当該通知が納品予定日の６日前以降、利用開始日までに行われた場合には、申込

者は、キャンセル料として１ヶ月分のレンタル料金を支払うものとします。利用開始日以降、申込

みの取消しはできません。 

２ 申込者による申込みの取消しが、当社のデータ SIM の発送手続き後に行われた場合、申込者は、

データ SIMを未使用の状態で、データ SIMの受取日から１週間以内に当社に到着するよう返却する



ものとします。1週間以内にデータ SIMが当社に到着しない場合、第 18条による解約として取り扱

うものとします。 

 

第 9条（データ SIMの引渡し） 

当社は、データ SIM を申込者の指定する場所に発送します。ただし、指定する場所は、申込者の

日本国内の事業所所在地に限ります。申込者は、当社が発送したデータ SIM を受領した事実を証す

るため、データ SIM の受取日から 1 週間以内に当社所定のスマホレンタル物件借用書兼受領書を当

社に返送するものとし、当該期日内に返送がなされない場合、当社は本サービスの提供を停止しま

す。 

 

第 10条（データ SIMの利用） 

１ 申込者は、データ SIMの受取日より本サービスを利用することができます。 

２ 申込者は、申込者の役員、従業員等、自己の業務に従事する者以外の者に、利用者としてデータ

SIMを利用させないものとします。 

３ 申込者は、利用者に本約款の規定を遵守させるとともに、利用者が安全にデータ SIM を使用する

ために、データ SIM に同梱されている J-STAY データ SIM データ通信専用 の「安全上のご注意」を

利用者に説明するものとします。 

４ 申込者は、違法に、または明らかに公序良俗に反する態様においてレンタル端末またはデータ通

信サービスを利用しないものとし、利用者に対してもこれを遵守させるものとします。 

 

第 11条（データ SIMの使用保管） 

１ データ SIMの所有権は当社に帰属します。 

２ 申込者は、善良な管理者の注意をもって使用、保管し、この使用、保管に要する諸費用は申込者

の負担とします。 

３ 申込者は、次の行為をすることができません。 

(1) 当社の書面による事前の承諾を得ることなくデータ SIMを第三者に譲渡、転貸すること、ま

たは改造すること 

(2) データ SIMについて質権および譲渡担保権、その他当社の所有権の行使を制限する一切の権

利を設定すること 

４ 申込者がデータ SIMの引渡しを受けてから返還するまでの間に、データ SIM自体またはその保管、

使用に関して、第三者に損害を与えた場合は、申込者がこれを賠償するものとします。 

５ 申込者は、データ SIM について他から強制執行その他法律的・事実的侵害がないように保全する

とともに、仮にそのような事態が生じたときは、直ちにこれを当社に通知し、かつ速やかにその事

態を解消させるものとします。 

 

第 12条（担保責任） 

１ 当社は申込者に対し、引渡し時においてデータ SIM が別紙【データ通信サービスについて】に記

載のサービスが利用できる性能を備えていることのみを担保し、データ SIM の商品性または申込者

の使用目的への適合性については担保しません。 

２ 申込者がデータ SIM の引渡しを受けた後、2 週間以内にデータ SIM の性能に関する不具合等につ



き当社に対して通知をしなかった場合、データ SIM は別紙【データ通信サービスについて】に記載

のサービスが利用できる性能を備えた状態で申込者に引渡されたものとみなします。 

 

第 13条（データ SIMの保証） 

 データ SIMの引渡し後の申込者または利用者の責に帰すべき事由によらず、データ SIMが正常に

作動しなくなった場合、当社はデータ SIMを交換します。 

 

第 14条 （データ SIM交換の申し込みについて） 

データ SIMの故障時の交換については、シャープ株式会社のサービス窓口（以下「サービス窓口」

といいます）にて対応するものとし、申込者の担当窓口（担当部署）から以下の受付窓口に申込む

ものとします。 

   ・受付窓口：シャープマーケティングジャパン株式会社   

スマホレンタル・コールセンター 

    （住所：広島県東広島市八本松飯田２丁目１３番１号） 

     電話番号 ０５７０－０１０－６１６ 

     受付時間 ９：００～１７：４０（祝日および当社指定した日を除く） 

   ・サービス窓口：シャープ株式会社 

（住所：広島県東広島市八本松飯田２丁目１３番１号） 

 

第 15条 （データ SIM交換の手続き） 

１ 申込者は、データ SIM の故障を申し出た上でサービス窓口にデータ SIM を送付するものとし、サ

ービス窓口から交換用データ SIM を送付します。データ SIM の送付に要する費用は、申込者の負担

とします。 

２ データ SIM の故障の原因が申込者または利用者の責（破損等）によるものとサービス窓口におい

て判定した場合、申込者は、再発行手数料 4,250円（税別）/台を負担し、データ SIMの再発行を行

います。 

３ データ SIMの交換を行う場合、サービス窓口よりデータ SIMのお届け日時（以下「お届け日時」

といいます）をご案内し、データ SIMの発送元に送付します。申込者は、返送先として任意の場所

を指定することはできません。サービス窓口から申込者へのデータ SIMの送付に要する費用は、当

社の負担とします。なお、天候、交通事情等の理由により、返送予定の日時に遅れる場合や、お届

け日時を変更する場合があります。 

４ お届け日時に、申込者がデータ SIM を受領することができない場合、後日、料金着払いにて再返

送します。 

５ 申込者は、本条第 2項および第 3項、第 17条に基づくデータ SIMの再発行手数料については、当

社指定の請求回収業務代行サービスを利用して、シャープ株式会社に支払うものとします。 

 

第 16条（データ SIM交換申込時の注意事項） 

申込者は、データ SIMの交換において、故障が生じたデータ SIMのみを当社に引き渡すものと

し、付属品等は引き渡さないものとします。これらを引き渡した場合、当社は廃棄することがあり

ます。 



 

第 17条（データ SIMの滅失・毀損） 

申込者がデータ SIMを滅失（修理不能、所有権の侵害を含む）または毀損（所有権の制限を含む）

した場合、申込者は当社に対し、代替データ SIM（新品）の再発行手数料として,4,250円（税別）/

台を負担するものとします。  

 

第 18条（解約） 

申込者は、月毎の契約解除が可能です。申込者が本契約を解約する場合、当社所定の方法にて解

約の申し入れを行うものとし、当該申し入れが当月 25日までに行われた場合には当月末日、当月 26

日以降の申し入れの場合には、翌月末日をもって解約とします。契約の解除、解約により、月末日

以外の日に契約が終了した場合であっても、契約終了月は、日割り計算はせず、１ヵ月分のレンタ

ル料金を支払うものとします。 

 

第 19条（当社による本サービスの提供停止・契約の解除） 

１ 当社は、次の各号の場合、事前に申込者に通知することなく、本サービスの全部または一部の提

供を停止、または本契約を終了することができます。これにより申込者、利用者または第三者に損

害が生じたとしても、当社は一切責任を負いません。 

(1) 申込者（利用者を含む）が本約款に違反した場合 

(2) 申込者が当社の指示を遵守しなかった場合 

(3) 申込者において手形または小切手の不渡りが発生したとき 

(4) 申込者と連絡が取れなくなった場合 

(5) 申込者が差押、仮差押、仮処分その他の強制執行または滞納処分の申し立てを受けたとき 

(6) 申込者に対して破産、民事再生、会社更生または特別清算の申し立てがされたとき 

(7) 申込者がレンタル料金または再発行手数料を支払わない場合 

(8) その他、申込者に不適切な行為があると当社が判断した場合 

(9) 当社による本サービスの提供に支障を及ぼすおそれがある場合 

２ 当社は、天災地変、戦争等の不可抗力、その他非常事態が発生、もしくは発生するおそれがある

場合、またはその他やむを得ない事由が生じた場合は、申込者に対する事前の通知なく、本サービ

スの全部または一部の提供を一時的に中断、または停止することができます。これにより申込者、

利用者または第三者に損害が生じたとしても、当社は一切責任を負いません。 

 

第 20条（データ SIMの返還） 

１ レンタル期間の満了、または本契約が解約もしくは解除された場合、申込者はデータ SIM を当社

に返還するものとします。 

２ 前項において、データ SIMが返還されない場合、申込者は亡失負担金として 4,250 円（税別）/台

を、当社または当社の指定する先に支払うものとします。 

 

第 21条（引渡し・返還の費用負担） 

データ SIMの引渡しおよび返還に関わる運送費等の諸費用は、双方元払いとします。 

 



第 22条（支払遅延損害金） 

申込者が本契約に基づく金銭債務の履行を遅滞した場合、申込者は当社に対し、支払期日の翌日

より完済に至るまで年 14.6％の割合による支払遅延損害金を支払うものとします。 

 

第 23条（消費税等の負担） 

申込者は当社に対し、法令に基づく消費税額､地方消費税額をレンタル料金に付加して支払うもの

とします。 

 

第 24条（登録事項の変更届出） 

申込者は、法人名、住所、担当者名、電子メールアドレス、電話番号等、当社への届出内容に

変更が生じた場合、速やかに当社指定の方法で届け出るものとします。 

 

第 25条（通知の方法） 

本約款および本サービスに係る事項について、当社から申込者に対する通知の方法は、書面、

電子メール（ショートメールサービス等）、電話、当社が運営するウェブサイトへの掲示等、当社

が指定する方法によるものとします。 

 

第 26条（権利義務の譲渡制限） 

申込者は、本契約上の権利および義務を第三者に譲渡し、またはそれに準ずる行為をすること

はできません。 

 

第 27条（損害賠償） 

当社に故意または重大な過失があった場合を除き、当社が本契約に関連して申込者に損害を与え

たいかなる場合においても、当社の賠償する損害は、直接損害に限られ、間接的または派生的に発

生した損害（逸失利益や休業損害を含みます）は含まないものとし、また、レンタル経過期間に対

応するレンタル料金として申込者より支払われた金額を上限とします。 

 

第 28条（免責事項） 

  当社は、データ SIM が故障により使用できなかったことによる損害および修理期間中に申込者が

データ SIMを使用できなかったことによる損害について、一切責任を負わないものとします。 

 

第 29条（再委託） 

当社は、本サービスの提供に関する業務の全部または一部をシャープ株式会社または第三者に再

委託できるものとします。 

 

第 30条（法令等の遵守） 

１ 当社および申込者は、本契約の履行に際し、関係する法令を遵守するものとします。 

２ 当社および申込者は、政府が発表している反社会的勢力による被害を防止するための指針（以下

「指針」という）を相互に尊重し、本契約の締結をもってそれぞれ自己が下記の各号の一に該当し

ないこと、および、今後もこれに該当する行為を行わないことを表明・保証します。 



(1) 暴力団、暴力団構成員、暴力団関係企業もしくは関係者、総会屋、その他の反社会的勢力（以

下「反社会的勢力」という）であること、または反社会的勢力であったこと 

(2) 役員または実質的に経営を支配する者が反社会的勢力であること、または反社会的勢力であ

ったこと 

(3) 親会社または子会社（いずれも会社法の定義による。以下同じ）が前二号のいずれかに該当

すること 

３ 当社および申込者は、本契約の履行に関連して、下記の各号の一に該当する行為をしてはならない。 

(1) 相手方に対して脅迫的な言動をすること、もしくは暴力を用いること、または相手方の名誉・

信用を毀損する行為を行うこと 

(2) 偽計または威力を用いて相手方の業務を妨害すること 

(3) 相手方に対して指針が排除の対象とする不当要求をすること 

(4) 反社会的勢力である第三者をして前三号の行為を行わせること 

(5) 自らまたはその役員もしくは実質的に経営を支配する者が反社会的勢力への資金提供を行う

等、その活動を助長する行為を行うこと 

(6) 親会社または子会社が前五号のいずれかに該当する行為を行うこと 

 

第31条（秘密保持） 

１ 当社および申込者は、本契約に関連して知り得た相手方の全ての情報（シャープ株式会社の情報

を含む）を秘密として厳重に管理するものとし、書面による相手方の事前の承諾を得ないで第三者

に開示もしくは漏洩し、本契約の履行の目的以外に使用し、または第三者に使用させる等の行為を

してはならないものとします。ただし、次の各号の一に該当するものは、この限りではありません。 

(1) 公知・公用のもの。 

(2) 知得した後、自己の責によらずに公知・公用となったもの。 

(3) 知得した際、既に自ら所有していたことを立証し得るもの。 

(4) 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負うことなしに入手したもの。 

(5) 知得した後、知得した情報とは関係なく、独自に創出したことを立証し得るもの。 

(6) 法令に基づき開示されるもの。 

２ 前項の規定に拘らず、当社は、本契約の履行に必要な範囲で、シャープ株式会社または業務委託

先等の第三者に申込者の秘密情報を開示できるものとし、この場合、当社がシャープ株式会社およ

び当該第三者に対し前項と同等の秘密保持義務を課すものとします。 

３ 当社および申込者は、本サービス提供のために必要な範囲で相手方の秘密情報を複製することが

できるものとし、当該複製物についても本条の定めが適用されるものとします。 

４ 当社および申込者は、相手方から要求があった場合、または本契約が終了した場合、遅滞なく秘 

密情報を相手方に返却または破棄もしくは消去するものとします。 

 

第 32条（申込者の個人情報の取扱い） 

１ 本サービスにおいて申込者から当社に提供された申込者の個人情報は、申込者への連絡、データ

SIM の送付等、本サービス提供のためのみに使用し、法令および当社の内部規程に基づき管理しま

す。 

２ 当社は、前項に規定する利用目的に必要な範囲で、申込者の個人情報の取扱いをシャープ株式会



社および第三者に委託することがあります。 

３ その他、個人情報の取扱いの詳細は、当社ホームページの「個人情報の取扱いについて」をご参

照ください。 

https://www.sharp-sbs.co.jp/privacypolicy/management.html 

 

第 33条（裁判管轄） 

当社および申込者は、本契約についての一切の紛争は、訴額のいかんにかかわらず大阪地方裁判

所または東京地方裁判所を第一審の管轄裁判所とすることに合意します。 

 

第 34条（特約条項） 

本契約について、申込者と当社が別途書面により特約した場合は、その特約は本契約と一体とな

り、本契約を補完および修正するものとします。 

 

以上 

2019年 12月 20日 改定 



【別紙】データ通信サービスについて 

 

１．データ通信サービスの内容 

・株式会社 NTTドコモ（以下、本約款において「ドコモ」とします。）が提供する SC-FDMA方式、OFDMA

方式または DS-CDMA 方式による伝送交換設備を用いた移動無線通信に係る通信網を利用して、イン

ターネットプロトコルによる相互通信を提供しています。 

・インターネットプロトコルによる相互通信並びに日本国内での送受信および日本国外（別途ドコモ

が定める地域に限ります。）への送信が可能な SMS機能を利用できます。 

・SMS通信料金は、国内へ送信 6円/回（税抜）、海外へ送信 90円/回（税抜）、受信は無料です。 

・データ通信容量 

① ベーシックタイプは、当月に余ったデータ通信容量を翌月に繰り越すことができます。 

② シェアタイプは、ご契約のデータ通信容量の合計が上限に満たなかった場合でも、余ったデー

タ通信容量を翌月へ繰り越すことはできません。 

③ 両タイプとも、ご契約のデータ通信容量の上限を超えた場合でも、当月末まで通信速度を低速

（上り下り最大 256kbps）で通信できます。 

・データ通信用 SIMカードのため、音声通話は出来ません。 

・通信品質および利用の公平性の確保を目的として、申込者の一定期間内の通信量がドコモの定める

基準を超過した場合において、ドコモが定める一定期間の間、申込者に事前に通知することなく通

信速度を制限する場合があります。  

・ドコモの移動無線通信に係る通信網において通信が著しく輻輳したとき、電波状況が著しく悪化し

た場合またはその他ドコモの定めに基づき、通信の全部または一部の接続ができない場合や接続中

の通信が切断される場合があり、当社は、当該場合において申込者または第三者に発生した損害に

ついて何ら責任を負うものではありません。 

２．利用の制限 

(1) 当社は、電気通信事業法第 8条の規定に基づき、天災事変その他の非常事態が発生し、若しく

は発生するおそれがあるときは、災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力の供給の

確保または秩序の維持に必要な通信その他の公共の利益のために緊急を要する通信を優先的に

取り扱うため、データ通信サービスの利用を制限する措置を採ることがあります。  

(2) 当社は、児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律（平成 11

年法律第 52号）において定める児童ポルノを閲覧または取得するための通信を制限する場合が

あります。 

３．利用の中止 

(1) 当社は、次に掲げる事由があるときは、データ通信サービスの提供を中止することがありま

す。  

・ドコモの電気通信設備の保守または工事のためやむを得ないとき 

・ドコモが設置する電気通信設備の障害等やむを得ない事由があるとき 

(2) 当社は、データ通信サービスの提供を中止するときは、申込者に対し、事前に、その旨並びに

理由および期間を通知します。ただし、緊急やむを得ないときは、この限りではありません。 

 

以上 


